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地域材利用の推進と
森林認証制度

2004年4月3日
日本林学会大会シンポジウム

森林総合研究所 藤原敬
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CO2 Concentration in Ice Core Samples and
Projections for Next 100 Years
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南極の氷柱におけるCO2濃度と
今後１００年間における大気中の CO2濃度の予測
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Vostok Record 南極ヴォストーク基地の記録
Law Dome Record 南極ロードームの記録
Mauna Loa Record ハワイ マウナ・ロア観測所の記録
IPCC IS92a Scenario IPCCによるシナリオ

「循環社会」とは何か

人間社会

生産 流通 消費

再資源化

環境自然エネルギー（バ
イオマス、太陽光な
ど）

温室効果ガスなど

再生可
能資源

廃棄物

木材：数少ない
再生可能資源

木材：近未来でもっとも
有望な自然エネルギー

木材：生産過程の
省エネルギー性

加藤三郎「『循環社会』の創造条件」より

木材は、①再生可能資源、②有望な自然エネルギー、
③生産時の省エネルギー資源、という三つの点で循環社会の主役となる
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グリーン購入法の中の木材
国等による環境物品当の調達の推進等に関する法律（平成１２年５月）

国

環境省

各省
各独法
・・・

基本計画
特定調達品目表など

調達方針

調達

結果公表

地方自治体
調達方針→調達
努力義務

木材業界主張：「木材のもの」

木材をたくさん使うことが
地球環境の保全と
なるという国民的な
コンセンサスはない

木質のものにあっては
間伐材等の木材が
使用されていること

（文具等、机、いす）

木材をたくさん使うことが
地球環境のためになるか？

• 環境庁：「木材をたくさん使うことが地球環境
の保全になるという国民的なコンセンサスは
ない」

木材は再生可能か？という問いに答えられていない。

木材が循環社会に主役になるには
「持続可能な森林経営」が明確になる必要がある

森林認証やラベリングの役割
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森林管理を巡るグローバルガバナンス

８０
年
代

９０
年
代

熱帯林の急
速な減少の
調査報告

緊急な援助計画
熱帯林行動計画
不発に終わる

熱帯木材
ボイコット
運動沸騰

各国
政策
努力

国際的
な技術
基準

認証制度
ラベリング
制度２１

世
紀

政府の役割 民間の活動

包括的国際森林条約

個別協定
の
強化

政治的合意 技術開発（規準・監視手法）

CSD
IPF/IFF
UNFF

国際
熱帯
木材
機関

ア
ジ
ェ
ン
ダ
形
成

交
渉

地球サミット：「全ての森林の持続可能な森林管理の実現」
森林原則声明・気候変動枠組み条約・生物多様性条約

認証制度
ラベリング
制度

個別協定
の
強化

国際的に活動している認証機関

FSC
Forest Stewardship

Council

PEFC
Pan European Forest 
Certification System
全欧森林認証
システム

CSA
カナダ
標準協会

SFI
米国
森林製紙
協会

環境
NGO

行政林産業

４０．０百万ha

２８．４百万ha

４１．９百万ha

４８．９百万ha

2003年末

159.2百万ha
前年比１．４倍

世界の森林認証の現況

FAO: Forest Resources Assessment 2000

4.11%1.41 1592141132143869455合計

0.38%1.33 756567197623オセアニア

0.33%1.19 29222463885618南米

14.45%1.72 7938346213549304中北米

7.13%1.19 74129621321039251欧州

0.07%1.47 377257547793アジア

0.24%1.66 1647993679866アフリカ

認証
比率伸び率200320021000ha

認証森林全森林
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建築関係者が示す国産材指向

住宅雑誌のウッドマイルズへの反響
「住宅建築」2003/８月号
住宅と森林の距離を考えるーウッドマイルズという概念

特集「「日本の木で造ろう！」

「木のこころ」 2003/９月号
ウッドマイルズがあかす日本のいびつな木材消費構造

「建築ジャーナル」 2003/１１月号
家づくりの環境負荷を軽減するウッドマイルズ

特集「国産材を使いたい」

特集
日本の木で造ろう！

第１章 国産材による家づくり
のシステムを再構築する
第２章 産地との連繋－それ
ぞれのアプローチ
第３章 資料・国産材を知る

住宅雑誌の国産材へのこだわり

認証材を普及させる
「緑の建築基準」の動き

二酸化炭素排出量の約４割は建築物関係

海外で進む「環境負荷の少ない建築物評
価」

英国BREEAM
米国LEED

米国の「緑の建築基準」（１）

持続可能な敷地
土砂崩壊の防止//既開発地の再開発/代替交通機関/・・・

水効率性
雨水・再生水の利用/廃水処理の革新的技術の採用/・・・

エネルギー大気
再生エネルギーの利用/冷却装置の脱フロン/・・・

部材と資源
資材の再利用/地域資源の活用/促成再生資源/認証木材/・・・

室内環境の質
低揮発成分物資/温度管理/採光・景観/・・・

改善及び設計プロセス
LEED基準を上回る達成/責任者のLEED資格取得
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米国の「緑の建築基準」（３）

推奨事項７ 認証森林

（意図）
責任のある森林経営を奨励する。

（要求事項）
推奨事項７．０（１ポイント） 構造用枠組み、一般的枠組み、フロー
リング、作りつけ家具、建具などの木材建築部材の中で、FSCのガ
イドラインにより認証された木質部材が50%を最低使用しているこ
と。

（技術および戦略）
FSCの認証材の目標と、その目標を達成できる製品、供給者を特定
する。建築期間中FSC認証材の搬入を確認し、FSC認証材の量を確
認する。

英国の緑の建築基準と認証材

Mat1 Timber: Basic building elements 
30% FSC (or recycled/ reused) OR 50% PEFC
certified AND remaining timber temperate     (2)

60% FSC (or recycled/ reused) OR 80% PEFC
certified AND remaining timber temperate     (4)

75% FSC (or recycled/ reused) OR 95% PEFC
certified AND remaining timber temperate (6)

認証材を普及させる
「緑の建築基準」の動き

二酸化炭素排出量の約４割は建築物関係

海外で進む「環境負荷の少ない建築物評
価」

英国BREEAM
米国LEED
持続可能な供給源からの木材の利用を評価

近くでできた木材を評価

我が国でも（建築物総合環境性能評価シ
ステム=CASBEE) 

我が国の「緑の建築基準」

建築物総合環境性能評価システムＣＡＳＢＥＥ
（Comprehensive Assessment System for 
Building Environmental Efficiency）

CASBEEは以下の要素を評価対象とします。

財団法人 建築環境・省エネルギー機構

建築物の環境負荷低減性能

１．２ 雨水利用・雑排再利用

１．大気・地下水・土壌汚染防止 ２．騒音悪臭の防止
３．風害・日照害の抑制 ４．光害の抑制
５．温熱環境の悪化改善 ６．地域インフラの負荷抑制

ＬＲ－３
敷地外
環境

２．２ 持続可能な森林産出木材

２．３ 健康被害のおそれが少ない材料

２．４ 既存躯体などの再利用

２．６ フロン・ハロンの回避

２．５ 非最終処分予想量

２．１ 資源の再利用効率２．低環境負荷
材料使用

１．１ 節水１．水資源保護ＬＲ－２
資源・
マテリア
ル

１．建物の熱負荷抑制 ２．自然エネルギー利用
３ 施設システムの高効率化 ４．孤立的運用

ＬＲ－１
エネル
ギー

CASBEEによる
「持続可能な産出木材」の定義

間伐材

持続可能な林業が行われている森林を原産地と
する証明のある木材

スギ林などの針葉樹材
（認証材が流通していないので）現実的には、通常は
持続可能な森林で生産されたていると推測されるス
ギ材などの針葉樹材を持続可能な森林から算出され
た木材として扱う。・・・
また、これらに加え、外国産の様々な樹種の針葉樹
材も持続可能な森林から伐採されていると見なすこと
ができる。

建築物の総合環境性能評価研究会編：ＣＡＳＢＥＥマニュアル
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木材に関するエコマーク認定基準

現状：エコマーク商品類型No.１１５ 「廃木
材・間伐材・小径材などを使用した木製品」
木質部の原料は、間伐材・小径材、廃木材、
建築解体木材および低位利用木材の配合率
が100％（重量割合）であること。
新基準案：「間伐材、再・未利用木材などを
利用した製品（認定基準案）」
木質部の原料は、「再･未利用木材(間伐材以
外でも認証材の小径木などを含む）」および廃
植物繊維の配合率が100％であること。

EM認定基準の中の森林認証 1

認証の基準について
経済的、生態学的かつ社会的利益のバランス
を保ち、リオ宣言の森林原則、アジェンダ21、
森林原則声明および関連する国際協定や条
約を遵守したものであること。

確実な要求事項を含み、持続可能な森林にむ
けて促進し方向付けられているものであること。

全国的あるいは国際的に認知されたものであ
り、また生態学的、経済的かつ社会的な利害
関係者が参加可能な開かれたプロセスの一
部として推奨されていること。

EM認定基準の中の森林認証 2

認証システムについて
認証システムは、透明性が高く、幅広く全国的
あるいは国際的な信頼性を保ち、要求事項を
検証することが可能であること。

認証組織・団体について
公平で信頼性が高いものであること。要求事
項が満たされていることを検証することが可能
で、その結果について伝え、要求事項の実行
を支援するものであること。
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森林認証を推進する主体

①生産者 ③中間業者

④政府・マスコミ・環境団体

②消費者

白石則彦「森林認証問題：認証制度と市場の関わり」

影響力・圧力

高知県の森林認証材支援住宅政策

• 高知県森林認証材利用住宅促進事業費補
助金

–条件：高知県県産乾燥材利用住宅促進事業費補
助金の交付対象となる住宅の取得であって、1棟
に使用される構造材のうち通し柱、管柱、間柱、
筋かい、束、土台、大引、根太として使用される
量の50％以上が森林認証材であるもの

–補助額：一棟あたり１０万円（別に檮原町より１０
万円）
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環境にやさしいいわての住まいづくり環境にやさしいいわての住まいづくり

１．いわて環境共生住宅普及促進事業
（建築物CO2削減推進プラン）

２．木の香る環境共生住宅促進事業

３．個人向け新エネルギー導入事業

(１)次世代省エネルギー基準に適合する住宅
(２)次世代省エネルギー基準に適合しない住宅にあっては
「LCCO2評価マニュアル」に基づいてLCCO2を試算、
延床面積135㎡未満の住宅： 14.8kg-CO2/年㎡以上
延床面積135㎡以上の住宅： 2.0ｔ-CO2/年戸以上の削減

10万円／戸補助

(１)県産木材を1戸当たり10ｍ3以上使用
(２)いわて環境共生住宅技術基準の必須条件満足

2万円／ｍ3

最大40万円／戸補助

導入費用の10％以内
15万円／件補助太陽光発電、太陽熱利用、地中熱利用ＨＰ

岩手県 県土整備部建築住宅課

県産材認証の意義と限界

多くの都道府県で県産材認証を事業化

意義

既存の行政対象を越えて消費者に対する直接アプ
ローチする手段

縦割り行政を越えた建築行政との結びつき

限界

コンセンサスの広がりと深まり
県域以上に広がらない、県境の森林の矛盾

消費者への訴求ポイントの弱さ

「環境に優しい建築物」政策の中での展開となる

県産材認証に環境的要素を

県産材認証のメッセージの広がり

「地域の活性化」県民へのメッセージ

「環境負荷の軽減」世界中へのメッセージ

県産材認証の環境的側面

輸送過程での環境負荷：ウッドマイルズ

森林施業の質を問うに仕組みが必要
地材地建

「地域材認証」と「森林認証」

地球

地域

消費者生産者

地材地建 活性化

環境負荷の軽減

「地材地建」は「環境問題」の位置づけで格段の広がりをえる

様々なレベルの森林認証

地球

国

地域

FSC、PEFC

緑の循環認証会議(SGEC)
都道府県産材認証

植林針葉樹産地認証協議会（ＣＣＤＰ ）

東三河環境認証材制度

まとめ

木材を循環社会の主役とするために、緑の消費者との結びつきが
不可欠
「認証ラベリング」と「ウッドマイルズ」がキーワード

消費者の側で認証材を受け入れる条件は成熟しつつある
緑の建築基準、エコマークの新たな木材製品の基準

「第四のアクター」 官学の連携
官＝地方自治体の役割が重要
行政自体の調達機能（グリーン購入）
建築行政との連携（住宅への助成、緑の建築基準）
「県産材認証」を森林施業条件も加味した環境認証に昇華させる可能性

学の役割
消費者側が森林の評価に取り組み始めた（エコマーク・CASBEE)
森林行政の既存の行政対象をこえた幅広い関係者のコンセンサスが必要
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このサイトは、私たちが住む地球の環境と共生できる森林
管理・経営の実現のために、森林に係わる研究者と市民
の交流の場となることを、また行政と関連業界の意見・提
案の交換の場となることを目指しています。

地球環境時代に森林管理を考える

http://homepage2.nifty.com/fujiwara_studyroom/

資料室入室 ID:  パスワード: 


